
円

貸 借 対 照 表

電通サービス  株式会社

負 債 の 部

科　　　　目 金　　　額

資 産 の 部

科　　　　目 金　　　額

円

2024 年  3 月 31 日現在

【         】 【 】【 】【         】 422,668,454流 動 資 産 流 動 負 債 190,725,923

313,691,669現 金 及 び 預 金 電 子 記 録 債 務 43,004,189

2,694,436受 取 手 形 買 掛 金 44,111,317

74,469,772売 掛 金 短 期 借 入 金 60,020,000

16,995,058商 品 未 払 金 21,067,903

966,940原 材 料 未 払 費 用 3,611,229

100,002前 払 費 用 預 り 金 2,121,085

13,633,131電 子 記 録 債 権 法 人 税 等 未 払 金 3,161,800

117,446リース投資資産(流動) 未 払 事 業 税 2,479,200

【 】【         】 24,627,228固 定 資 産 未 払 消 費 税 5,977,200

（ ）（            ） 7,832,946有 形 固 定 資 産 賞 与 引 当 金 4,312,000

2,768,376建 物 付 属 設 備 役 員 賞 与 引 当 金 860,000

【         】 【 】21,439,134車 輌 運 搬 具 固 定 負 債 54,940,605

9,805,761工 具 器 具 備 品 長 期 借 入 金 25,785,000

;26,180,325減 価 償 却 累 計 額 退 職 給 与 引 当 金 22,155,605

（ ）（            ） 2,948,297無 形 固 定 資 産 役員退職慰労引当金 7,000,000

2,948,297電 話 加 入 権

（ ）（                ） 13,845,985投資その他の資産 負 債 の 部 合 計 245,666,528

20,000 純 資 産 の 部投 資 有 価 証 券

108,560預 託 金

【         】 【 】3,726,000敷 金 株 主 資 本 201,629,154

（       ） （ ）74,250保 証 金 資 本 金 10,000,000

9,917,175繰延税金資産（固定） 資 本 金 10,000,000

（           ） （ ）利 益 剰 余 金 191,629,154

利 益 準 備 金 2,500,000

繰 越 利 益 剰 余 金 189,129,154

純 資 産 の 部 合 計 201,629,154

447,295,682資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計 447,295,682

当期純利益　17,429,454.-



電通サービス  株式会社

個 別 注 記 表

自 2023 年  4 月  1 日

至 2024 年  3 月 31 日

Ⅰ. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
１.資産の評価基準及び評価方法
　（1）有価証券
　　　　その他有価証券
　　　　市場価格のない株式等　・・・　移動平均法による原価法　　　

　（2）棚卸資産
　　　主として原価法により評価しております、原材料は最終仕入原価法により評価して
　　　おります。
　　　　
２. 固定資産の減価償却の方法
　（1）有形固定資産
　　　定額法によっています。
　　　なお、耐用年数は主として法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。
　　　
　（2）リース資産
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとした定額法を採用しています。

３．引当金の計上基準
　（1）従業員賞与引当金
　　　従業員賞与の支払に備えるため、支給見込み額に基づき計上しています。　　
　　　　
　（2）退職給付引当金
　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込み額に
　　　基づき、当該事業年度末において発生していると認められる額を計上しています。

４．収益及び費用の計上基準
　（1）顧客との契約から生じる収益
　　　商品の販売に係る収益は、主に卸売による販売であり、顧客との販売契約に基づい
　　　て商品を引き渡す履行義務を負っています。当該履行義務は、商品を引き渡す一時
　　　点において、顧客が当該商品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時
　　　点で収益を認識しています。
　　　据付及び現地での調整作業を伴う商品の提供について、商品の引渡と当該商品の据
　　　付及び現地での調整作業を単一の履行義務と識別し、商品の据付及び現地での調整
　　　作業が完了した時点で収益を認識しております。
　　　工事契約に関しては、一時点で充足される履行義務として工事が完了した時点で収
　　　益を認識しております。
　　　保守サービスに係る収益は、主に商品の保守であり、顧客との保守契約に基づいて
　　　保守サービスを提供する履行義務を負っています。当該保守契約は、一定の期間に
　　　わたり履行義務を充足する取引であり、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認
　　　識しています。

　（2）リース取引の処理方法
　　 リース物件の所有権が借主に移転すると認めれれるもの以外のファイナンス・リー
　　 ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています｡

５．　その他の財務諸表作成のための基本となる重要な事項　　　　　　
　　　消費税等の処理方法
　　　消費税および地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっています。　



Ⅱ. 株主資本等変動計算書に関する注記
１. 当該事業年度の末日における発行済株式の数 15,200株
２. 当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項
（1）令和5年6月5日の定時株主総会において、次の通り決議されました。
　①　配当金の総額 9,788,800円
　②　１株当たり配当額 644円
　③　基準日 令和5年3月31日
　④　効力発生日 令和5年6月6日
３. 当該事業年度の末日後に行なう剰余金の配当
（1）令和6年6月7日の定時株主総会において、次の通り決議する
　　　予定です。
　①　配当金の総額 12,190,400円
　②　１株当たり配当額 802円
　③　基準日 令和6年3月31日
　④　効力発生日 令和6年6月8日


